
 

令和８年度第１回越谷市まちの整備に関する審議会 

 

日時：令和８年７月２８日（火） 

会場：市役所本庁舎６階 都市整備部会議室 

 

 

次 第 

 

 

１． 開 会 

 

２． 開会のあいさつ 

 

３． 審議事項 

 １．越谷市立北体育館の大規模な模様替えに伴う建築物の高さについて 

２．越谷市まちの整備に関する条例及び施行規則の一部を改正すること 

について 

  

４． その他 

 

５． 閉 会 
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諮  問  調  書  （１） 

 

 

 議 案 番 号 第  １  号  

 諮 問 根 拠 条 文 
越谷市まちの整備に関する条例 技術基準  

「13 市街化調整区域内の基準」 

申 請 者 
 住 所 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

 氏 名 越谷市長  福 田   晃 

 諮 問 の 概 要 

 

越谷市立北体育館の大規模な模様替えに伴う建築物の高さについて 

 

 諮 問 の 理 由 

 

本件は、昭和５５年に大字大杉・大字大松地内に建築された越谷市立北体育館を

越谷市が耐震改修・大規模な模様替えを行うことに伴う「建築物の高さ」について

です。 

本体育館は耐震化が未実施のため、安全性の確保と今後も良好に維持するために、

このたび耐震改修・大規模な模様替えを行う工事に着手することになりました。 

本体育館の規模ですが、延床面積は１８５６．９７平方メートル、建築物の最高

高さは１６．１７メートルとなっております。 

越谷市まちの整備に関する条例（以下、条例という。）の技術基準では、市街化調

整区域内の建築物の高さについては、都市計画法第３４条の別途審査基準で定める

もの以外は、１５メートル以下かつ５階建て以下と規定しております。 

しかしながら、本件の工事内容は主要構造部である屋根・壁等の改修工事であり、

既存の高さを１５メートル以下にすることは実質不可能であります。 

以上の理由により、本体育館は引き続き第５次総合振興計画に掲げる「生涯にわ

たりスポーツ・レクリエーションに親しめる環境をつくる」ための主要体育施設で

あり、高さは既存で１５メートルを超える建築物ではありますが、周辺の生活環境

等へ影響を及ぼす工事ではなく、高さは１５メートルを超えていても支障はないも

のと判断できることから、越谷市まちの整備に関する審議会に諮問するものです。 
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諮  問  調  書  （２） 

 

 

  開発面積        4,631.00  ㎡ 

 
 

 

 

 

 予定建築物 

 

 

 の 概 要 

用   途 構   造 延床面積 

体育館 鉄骨造 2階建て 1,856.97 ㎡ 

宅地有効面積 建築面積  建ぺい率   延床面積  容 積 率 

4,631.00 ㎡  1,506.94 ㎡ 32.54％ 1,856.97 ㎡ 40.09％

 

用途地域 市街化調整地域  建ぺい率 60％  容積率 200％ 

 

公 共 施 設 等 の 状 況 

 

 接続先道路   市道 10083 号線  幅員 9.20ｍ 

 

 

 排   水 

雨   水 雑 排 水 汚 水 

 道路側溝へ放流 
道路側溝より 

排水路へ放流 
（合併処理浄化槽設置） 

道路側溝より 

排水路へ放流 
（合併処理浄化槽設置） 

他法令の制限  

工事予定期間   (着工予定)令和 9年 6月末～(完了予定)令和 11 年 3 月 

 

 

備  考 
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諮  問  調  書  （１） 

 

 

 議 案 番 号 第  ２  号  

 諮 問 根 拠 条 文 越谷市まちの整備に関する条例第４４条 

申 請 者 
 住 所 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

 氏 名 越谷市長  福 田   晃 

 諮 問 の 概 要 

 

越谷市まちの整備に関する条例及び施行規則の一部を改正することについて 

 

 諮 問 の 理 由 

越谷市では、人口の急増に伴い、住民の地域コミュニティ活動の場が不足してい

たことから、昭和４９年６月１日から平成１５年９月３０日まで、「越谷市開発指導

要綱（以下「要綱」という。）」に基づき、一定規模の住宅建築を目的とする開発行

為等を行う開発者に対し、集会室又は集会所の設置を義務付けておりました。 

また、要綱制定当初は、共同住宅の管理組合等が法人格を有することができなか

ったため、開発者の負担により設置した集会施設を、便宜上、市の所有として所有

権保存登記を行い、地元自治会へ貸付するため、開発者から市へ寄附するよう指導

していました。 

平成１５年１０月１日以降は、「越谷市まちの整備に関する条例（以下「条例」と

いう。）」に基づき、集会所又は集会室の設置については引き続き義務として定め、

寄附については、集会室を対象から削除し、独立して建築される集会所のみを「寄

附することができる」と変更しております。 

現在、自治会活動に利用している集会所又は集会室については、これまで市が進

めてきた環境整備により充足してきており、要綱制定時の地域コミュニティ活動の

場の不足は解消されてきました。また、コミュニティ活動については、時代の変化

とともに活動方法についても変化しており、それに伴い集会施設の役割も変化して

おります。 

昭和５８年、建物の区分所有等に関する法律の改正により、管理組合法人の設立

が可能となり、さらに、平成３年の地方自治法の改正では、自治会も認可地縁団体

として法人格を有することで、所有権保存登記が可能となりました。そのような中

で、コミュニティ活動の環境整備も整ってきていること、さらに、条例施行以降２

０年以上経過する中で、集会所の寄附は３件にとどまっていることなどから、市へ

の集会所寄附を可能とする規定を廃止し、集会所又は集会室の設置基準についても

努力義務として整理するものです。 

このことから、越谷市まちの整備に関する条例及び施行規則の一部を改正するた

め、越谷市まちの整備に関する審議会に諮問するものです。 
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条例 

条例第１９条第１項（事前協議） 

届出を行った開発者は、第３２条第１項、第３３条第１項、第３４条第１項、第

３６条第２項、第３７条第１項(同条第４項において準用する場合を含む。第２１条

第３項及び第４３条において同じ。)、第３９条第１項、第４０条第１項、第４１条

第１項、第４４条第１項、第４５条第１項若しくは第２項若しくは第４６条第１項

に規定する公共施設等の整備に係る協議基準、第４８条第１項、第４９条、第５０

条若しくは第５１条第１項に規定する建築物の敷地に係る協議基準又は第５２条に

規定する建築物の建築に係る協議基準の対象となる開発行為等を行う場合は、次章

から第７章までの規定に基づき市長と協議(以下「事前協議」という。)を行わなけ

ればならない。 

（改正理由） 

・条例第４４条第２項の削除に伴い、「第４４条第１項」を「第４４条」に改正する。

 

条例第２１条第３項（要請及び協定の締結） 

開発者は、開発行為等により第３２条第 1項、第３４条第１項、第３６条第２項、

第３７条第１項、第３９条第１項又は第４０条第１項又は第４４条第１項に規定す

る公共施設等の整備が行われる場合は、市長と協定を締結するものとする。 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い、

「又は第４４条第１項」の削除及び「公共施設等」を「公共施設」に改正する。 

 

条例第２４条第１項（工事の着工） 

開発者は、次章に定める公共施設等(開発地の面積が１ヘクタール以上の雨水流出

抑制施設、上水道施設及び第４１条第１号の消火栓を除く。次項及び次条から第２

７条までにおいて同じ。)の工事に着工する場合は、その旨を市長(消防水利施設等

については消防長。以下この条から第２６条までにおいて同じ。)に届け出、立会い

を受けなければならない。 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 
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条例第２４条第２項（工事の着工） 

市に帰属しない公共施設等(雨水流出抑制施設を除く。)の工事及び公共事業につ

いては、前項の規定は適用しない。 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 

条例第２５条（工事の中間検査） 

開発者は、公共施設等の工事が次に掲げる工程に達したときは、その旨を市長に報

告し、規則で定める中間検査を受けなければならない。 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 

条例第２５条第２号（工事の中間検査） 

その他公共施設等の種類に応じて市長が必要と認める工程 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 

条例第２６条第１項（工事の完了検査） 

開発者は、公共施設等の工事が完了したときは、速やかにその旨を市長に届け出、

完了検査を受けなければならない。 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 
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条例第４４条第 1項 （集会所及び集会室の設置） 

開発者は、一団で５０戸以上の住宅を建築する場合は、地域コミュニティの創造

に寄与するため、規則で定める基準により集会所又は集会室を設置するよう努める

ものとする。 

（改正理由） 

・自治会活動に利用している集会所又は集会室については、これまで市が進めてき

た環境整備により、要綱制定時にあった地域コミュニティ活動の場の不足も解消さ

れてきている。 

また、現在は法律の改正により、管理組合法人の設立や、自治会も認可地縁団体

として法人格を有することが可能となっており、市が所有権保存登記をせずとも団

体としての登記が可能となっているため、集会所又は集会室の設置基準を「設置す

るものとする。」から「設置するよう努めるものとする。」に改正する。 

 

条例第４４条第２項 （集会所及び集会室の設置） 

前項の規定により設置された集会所は、市に寄附することができる。（全文削除）

（改正理由） 

・自治会活動に利用している集会所又は集会室については、これまで市が進めてき

た環境整備により、要綱制定時にあった地域コミュニティ活動の場の不足も解消さ

れてきている。 

また、現在は法律の改正により、管理組合法人の設立や、自治会も認可地縁団体

として法人格を有することが可能となっており、市が所有権保存登記をせずとも団

体としての登記が可能となっていることや、条例施行から２０年以上経過する中で、

集会所の寄附が３件にとどまっていることなどから、全文を削除する。 
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施行規則 

規則第１８条 （立会い又は検査を行う職員） 

条例第２９条に規定する規則で定める市の職員は、次の表の左欄に掲げる公共施設

等の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる課に所属する職員とする。 

 
公共施設等の区分 課名 

道路 官民境界に係るもの 道路総務課 
整備に係るもの 道路建設課 

水路 農業振興地域(農業振興地域の整備に関する法律
(昭和４４年法律第５８号)に規定する区域をいう。
以下同じ。)外の区域内の安全施設等 

河川課 

農業振興地域外の区域内の未整備水路等 
農業振興地域内の安全施設及び未整備水路等 農業振興課 

雨水流出抑制施設 河川課 
下水道 下水道事業課 
公園等 公園緑地課 
消防水利施設等 消防局警防課 
集会所及び集会室 市民活動支援課 

 

（改正理由） 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い「公

共施設等」を「公共施設」に改正する。 

・条例第４４条の集会所及び集会室の設置規定を努力義務に改正することに伴い、「集

会所及び集会室」および「市民活動支援課」を削除する。 

 

規則第３４条第１項 （集会所及び集会室の設置基準） 

条例第４４条第 1項に規定する規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

（改正理由） 

・・条例第４４条第２項の削除に伴い、「第４４条第１項」を「第４４条」に改正する。
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